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《ポイント》 

●社会開発分野（教育、保健、インフラ等）に重点を置いた 2025 年度予算案（1485 億ケツアル、

前年比 27.1％増）が議会に提出された。また、最高裁・上訴裁裁判官の選出プロセスが進展。9 月

15 日、独立記念日のスピーチでアレバロ大統領は汚職撲滅の重要性を強調した。 

 

●外交面では、アレバロ大統領が就任後初となる国連総会に出席。一般討論演説にて昨年来の

政権移行に際する国際社会からの支援に謝意を述べたほか、バイデン米大統領やゼレンスキー・

ウクライナ大統領などと二国間会談を実施した。また、グアテマラはニカラグアの政治囚 135 名を受

け入れ、民主主義と人権を守る姿勢を国内外に示した。他方で、中米議会（Parlacen）はニカラグア

主導でロシアにオブザーバー資格を付与した。 

 

●経済面ではインフレ率低下を背景に中銀が政策金利の引き下げを決定。また 8 月の郷里送金

額（単月）が過去最高の 20 億ドルを記録した。格付け会社 S&P は堅調なグアテマラ経済を評価し

「BB、見通しポジティブ」の格付けを維持しつつも政府支出の効率化が課題と指摘。貿易ではカナ

ダによる一般特恵関税適用停止の通告が話題となった。 

 

《本文》 

１ 内政 

（１）２０２５年度一般会計予算案の議会への提出 

 ２日、現政権による初の予算編成となる 2025 年度一般会計予算案(1,485 億ケツァル：約 192 億

ドル)が共和国議会に提出された。同予算案は昨年度比 27.1％増、各省への予算配分はほぼ全

ての省庁で増額となっており、特に教育、保健、インフラ等の社会開発分野に重点を置いている。

同予算案は議会の財政・通貨委員会で審議された後、11 月 30 日までに本会議にて可決・成立す

ることが期待される。 

 

（２）最高裁・上訴裁の選出プロセスが進展 

 最高裁・上訴裁裁判官候補者選定委員会は、それぞれ 9 月 23 日に候補者リスト（最高裁 26 名、

上訴裁 312 名）を議会に提出。今後、議会での投票を経て、憲法上の規定に則り 10 月 13 日に裁

判官（最高裁 13 名、上訴裁 156 名）の新旧交替・就任が行われる予定。 

 

（３）独立記念日に際しアレバロ大統領は汚職撲滅の重要性を強調 



 15 日アレバロ大統領は独立記念日の演説で、歴代政権の汚職が国民を苦しめてきたと非難し、

1944 年の革命精神への回帰を訴えた。また、2023 年の大統領選挙及び政権移行期に民主主義

と自由を守った国民の勇気を賞賛し、汚職こそ独立の敵であると強調して国民に真の独立と不正

の排除を呼びかけた。 

 

２ 外交 

（１）アレバロ大統領が第７９回国連総会に出席 

ア 24 日、「ア」大統領は就任後初となる国連総会一般討論演説を実施。 

「ア」大統領は 2023 年の大統領選挙及び政権移行期における国際社会からの支援に謝意を表

明し、現政権は汚職の撲滅及び全ての人々に活躍の場がある国づくりに取り組む旨強調。また、

安保理改革への支持、ベネズエラやニカラグアにおける自由の抑圧に対するする懸念、隣国ベリ

ーズとの国境問題の平和的解決の意向等について表明した。 

 

イ 二国間会談、フォーラム参加など 

 アレバロ大統領は、24 日から 27 日のＮＹ滞在中、米国、ブラジル、ウクライナの首脳との各会談

の他、未来サミット、UNDP 及びラテンアメリカ開発銀行（CAF）共催の「開発のためのガバナンス第

二回年次会合」、イベロアメリカ企業連盟（CEAPI）主催の投資関連会合等に出席した。 

 

（２）ニカラグアの政治囚 135 名を受入れ 

ア ５日、ニカラグアにおいて米国の関与により釈放された政治囚 135 名がグアテマラに到着し、当

国政府が受け入れを行った。 

イ マルティネス外相は、ジェイコブスタイン米国務次官補代理と当国外務省内で共同記者会見を

開いた。グアテマラ政府は当該 135 名に対し、最終居住地を決定するまでの間当国での滞在許可

（当面 90 日間、延長可）を与えることや、米当局・人権団体とも協力して食料、宿泊施設、心理的

ケアを含む医療を提供し、人生を再構築するための取組をサポートすることを約束した。 

ウ アレバロ大統領は、自身のＸアカウントを通じ、「グアテマラは権威主義による脅迫を断固として

拒否するという民主主義の信念を示した。今般の行動はこれまでグアテマラが国際社会から受けて

きた連帯に対する恩返しでもある」と述べた。 

エ バイデン米大統領、ハリス同副大統領は、アレバロ大統領が人権・人道問題についてリーダー

シップを発揮していることを高く評価した。 

 

（３）マルティネス外相インタビュー 

 23 日付当地主要紙プレンサ・リブレは、「グアテマラは米国次期大統領へのアプローチのために

準備を整える」との見出しで、米国次期政権との関係に関するマルティネス外相インタビュー記事

を掲載。 

「マ」外相は米大統領選でいずれの候補が勝利しても、両国のこれまでの関係に大きな変化は



生じないが、移民政策では、トランプ候補が勝利した場合、モラレス政権時(2016－2020)に締結し

た、グアテマラにおける中米移民受入れに関する「安全な第三国」合意が再提起され、対応を迫ら

れる可能性があると言及。また、在米グアテマラ人への一時的保護資格（TPS）付与の要請につい

ては、米国内で移民団体もロビー活動を行っている他、国内でも自治体の長などがその必要性を

唱えており、政府としても引き続き要請を行っていくと説明。 

 

（４）中米議会（PARLACEN）がロシアへのオブザーバー資格付与 

 12 日、総議員 120 名中 76 名の議員の署名を得た、ロシアへのオブザーバー資格付与の提案が

ニカラグア選出議員によって行われた。 

25 日、PARLACEN 本会議は同提案を（賛成 65、反対 36、棄権 3、欠席 16）で可決し、ロシアへ

のオブザーバー資格付与を決定した。ロシアは、オブザーバー国となった暁には年間 35 万ドルを

中米議会に拠出すると約束していた。 

 グアテマラ外務省関係者は、同決定は遺憾であるとしつつも、グアテマラ外交や中米統合機構

（SICA）の今後の取り組みに影響を与えるものではないとの見方を示した。 

国内有識者は、ロシアの関与自体よりも寧ろ中米各国の政府が不安定であることが地域にとっ

ての脅威であると指摘。 

 

（５）台湾の国連システム参加に係る台湾外交部長の寄稿 

 ５日付当地ニュースサイト「エル・メトロポリターノ（首都圏版）」に台湾の国連システムへの参加を

訴える林佳龍（LIN Chia-lung）台湾外交部長名の寄稿文が掲載された。 

  

（６）アレバロ大統領がベネズエラの反体制派と電話会談 

18 日アレバロ大統領は自身の X アカウントを通じ、マドゥーロ・ベネズエラ大統領に対抗する反

体制派リーダーのエドムンド・ゴンサレス氏及びマリア・コリーナ・マチャド氏と電話会談を行ったと

発信し、「グアテマラは、自由と尊厳と平和のために闘うすべてのベネズエラ人とともにある。ベネズ

エラには暴力と迫害のない未来がある。民主主義が唯一の道だ」と述べた。 

 

３ 経済 

（１）マクロ経済 

ア 政策金利の引き下げ 

 25 日、グアテマラ中銀（Banguat）は、2023 年 4 月から 16 か月間 5%で維持されていた政策金利

を 4.75%に引き下げると発表。１年半前に 9％に達したインフレ圧力が 8 月には 3.07％に和らいだ

ことが同引き下げの背景となっている。バルデス中銀副総裁は、本年末のインフレ率を 3.75%と予

測。経済成長率は 2.5%から 4.5%の範囲で、中心値は 3.5%とされている。 

 

イ 8 月の郷里送金が過去最高額を記録 

https://www.prensalibre.com/economia/la-tasa-de-interes-lider-de-guatemala-se-reduce-25-puntos-porcentuales-y-llega-a-4-75/
https://www.prensalibre.com/economia/remesas-en-guatemala-en-agosto-se-recibieron-mas-de-us2-mil-millones-como-un-record-historico/


 グアテマラ中銀（Banguat）によると、本年 8 月の郷里送金額は単月で 20 億米ドル（約 154 億

8,000 万ケツァル）に達し、史上最高額を記録した。これは、対 GDP 比約 20%に相当し、国の経済

に大きなインパクトを与えている。本年の送金累積額は 140 億ドルに達しており、通年の実績は過

去最高額に達する見込み。 

 

ウ Ｓ＆Ｐ社による信用格付けは「BB、見通しポジティブ」を維持するが課題もある 

28 日付けプレンサ・リブレ紙は格付け会社 S&P 関係者へのインタビュー記事を掲載。グアテマラ

経済について、現在の格付けを「BB、見通しポジティブ」と評価した。GDP に占める純負債は 20％

未満を維持し、財政赤字は 3％増加したものの許容範囲内としている。政府支出の効率が格付け

に影響するとし、公共投資による経済成長は評価される一方、一般行政経費への支出増加はネガ

ティブ要素となる旨指摘。また主要な課題は 2025 年予算の可決、経済成長の持続、所得水準の

改善等であると指摘。同社は選挙プロセスの不確実性、汚職、新裁判官の任命プロセスにも注視

していると説明。 

 

エ 労働社会保障省が労働白書を発表 

 5 日、労働社会保障省（Mintrab）が 2023 年労働白書を発表。ロケル労働・社会保障大臣は、国

内企業の 61.8%がグアテマラ県に集中していることを受け、地域間で均衡の取れた開発と機会創出

に関する政策の必要性を指摘した。ジェンダーの不均衡も課題であり、女性の労働参加率は

30.9%にとどまっている。雇用者数が多い業種は、販売、自動車修理、サービス業、製造業、専門

職、テクノロジー分野、医療、宿泊業、飲食業が挙げられる。労働者の教育水準に関しては、約半

数が中学教育を修了しており、17.3%が高校、11.9%が大学教育を受けている。一方で、6.6%は公的

教育を受けたことがないことが判明した。 

 

オ 人口増加率の逓減、平均年齢の上昇の見通し 

 7 日、大統領府企画庁は、人口見通しにかかる発表を行い、2025 年の人口は 1,808 万人、平均

年齢 28.4 歳との見通しを発表した。未だ人口ボーナス期にあるが、出生率は 1990 年の 5.5 人か

ら 2018 年には 2.7 人へと低下しており、2030 年には 2.1 人、2050 年には 1.7 人になると予測。他

方平均寿命は 1950 年に 41.6 歳であったが、2020 年には 73.2 歳に延びており、2040 年代には

76.9 歳に達すると予測。2050 年には 65 歳以上年齢が人口の 12％に達する（2010 年は 4.1％）と

見込んでおり、これにより平均年齢は 2010 年の値 24.5 歳から 10 歳以上高くなり 36.8 歳になると

見込んでいる。 

 有識者は、社会保障費が少なく消費も多い人口ボーナス期のうちに若者達に機会を与え人口流

出を食い止める必要があると指摘。 

 

（２）貿易・投資 

ア カナダ政府はグアテマラに対する一般特恵関税制度の適用停止を発表 

https://dca.gob.gt/noticias-guatemala-diario-centro-america/guatemala-concentra-mas-de-la-mitad-de-empresas/
https://www.prensalibre.com/economia/canada-pide-a-guatemala-lista-de-productos-excluidos-de-los-beneficios-arancelarios-que-pondrian-en-riesgo-a-pequenos-productores-rurales/


  13 日、カナダ政府はグアテマラ政府に対して、2025 年 1 月 1 日からグアテマラへの一般特恵

関税（GSP）の適用を停止する旨通報した。停止の理由は一人当たり GDP が卒業国の水準（4,516 

米ドル以上）に達したためとしている。カナダは 106 か国に同措置を適用しているが、今般グアテマ

ラを含め 16 か国の GSP 適用を停止するとしている。 

これを受けグアテマラ政府は 18 日、カナダ政府に再考を求めるとし、マロキン経済次官は、経済

成長を理由に適用停止を決定した基準には疑問が残る、GSPの適用延長や自由貿易協定の再交

渉も視野に入れていると述べた。 

 

イ 台湾企業グループがグアテマラを訪問 

 2 日、農業資材、金属、缶詰製造機器関連の台湾企業 22 社がグアテマラを訪問し、自由貿易協

定を活用した貿易と投資の拡大を模索した。2006 年に発効した自由貿易協定により、二国間貿易

は促進されており、2023 年、グアテマラから台湾への輸出は 1 億 1,230 万ドルに達し、主にコーヒ

ー、砂糖、海産物が輸出された。なお、台湾からの輸入額は 2 億 2,730 万ドルであった。 

 

（３）経済協力 

ア 米国支援によるインフラ関連基金の発足 

 9 月 3 日、通信インフラ省、グアテマラ市及び大手シンクタンクのグアテマラ開発基金（FUNDESA）

は「グアテマラは立ち止まらない（Guatemaｌa no se Detiene）」（注：2020 年に関係省庁と経済団体

による合意で開始された経済開発のための官民連携イニシアティブ）の下、共同でインフラ整備事

前投資リボルビングファンド（FIP：Fondo Revolvente para la Preinversion en Infraestructura）の立ち

上げを発表した。 

同基金の当初資金は 7 百万ドルであり、今後 3 年間インフラ投資の事前調査等に充てられる。

資金は様々な民間企業によって提供され、USAID によるイニシアティブ“  The Leveraging 

Economic Investment through Alliances (LEIA)”の支援も受けている。 

同基金は当面の課題である首都圏メトロ南北線（地上路線）、首都北部橋梁、首都南部立体交

差の事前調査等に利用される他、地方自治体もアクセス可能。 

 ブラッドリー当地米国大使は、同基金はグアテマラにとってより安全で持続可能な未来を築くとい

う両国のコミットメントの証しであり、互いの利益になると述べた。 

 

イ スペイン投融資庁（ICO）が中米の持続成長、デジタル分野のプロジェクトを支援 

 12 日、中米経済統合銀行（BCIE）及びスペイン投融資庁（ICO）は、中米地域におけるスペイン

企業によるデジタル及び持続可能成長関連プロジェクトに対して 1 億 5,000 万米ドルの融資契約

を締結した。同資金は、ICO が BCIE に対して提供し、中米各国の金融機関を通じて水、衛生、建

設、AI 分野等の各プロジェクトに融資される。 

 

 

https://dca.gob.gt/noticias-guatemala-diario-centro-america/mision-de-taiwan-busca-socios-comerciales/#:~:text=Una%20comitiva%20de%2022%20empresarios,y%20aprovechar%20el%20tratado%20comercial.


《経済指標》 

◇主要経済指標◇ 
2024 年 

2023 年 2022 年 
 ９月 8 月 

インフレ率（前年同月比） 2.11% 3.07% 6.27% 9.24% 

貿易収支（百万ドル） 未公表 △1,434.5 △16,124.2 △16,437 

輸出（百万ドル） 未公表 1,309.3 14,194.3 15,684.3 

輸入（百万ドル） 未公表 2,743.8 30,318.5 32,121.8 

外貨準備高 （百万ドル） 24,233.1 23,993.2 21,319.4 20,019.8 

外国からの送金（百万ドル） 1,724.1 2,020.6 19,804.0 18,040.3 

為替レート（対ドル月平均） 7.75 7.76 7.85 7.77 

 

以上 


